
福島県高齢者コミュニティづくり活性化支援事業補助金交付要綱 
 

（趣旨） 

第１条  県は、高齢者による地域のコミュニティづくりの活性化を図るため、福島県高

齢者コミュニティづくり活性化支援事業実施要領（以下「実施要領」という。）に基

づき事業を実施する団体（以下「補助対象団体」という。）に対し、福島県補助金等

の交付等に関する規則（昭和45年福島県規則第107号。以下「規則」という。）及びこ

の要綱の定めるところにより、予算の範囲内で福島県高齢者コミュニティづくり活性

化支援事業補助金（以下「補助金」という。）を交付する。 

 

（補助の対象及び補助額） 

第２条 補助金は、補助対象団体が実施要領に基づき事業を行う場合に、当該事業に要す

る次に掲げる経費について、補助対象団体に対して交付するものとし、その額は、定

額とし、１団体当たり10万円の額の範囲内において知事が定める額とする。 

  ただし、この場合において算定された額に千円未満の端数が生じた場合には、これを

切り捨てるものとする。 

 （１）報償費 

 （２）旅費 

 （３）需用費 

 （４）役務費 

 （５）備品購入費 

 （６）その他事業の実施に直接必要となる経費として知事が認めるもの 

 

（申請書の様式等） 

第３条 規則第４条第１項の申請書は、福島県高齢者コミュニティづくり活性化支援事業

補助金交付申請書（第１号様式）によるものとし、その提出期限は、知事が別に定め

る日とする。 

２ 規則第４条第２項第２号に規定する別に定める書類は、次のとおりとする。 

 （１）事業計画書（第２号様式） 

 （２）収支予算書（第３号様式） 

 （３）申請団体概要書（第４号様式） 

 （４）団体の規約・定款、役員名簿 

 （５）その他知事が必要と認める書類 

３ 申請書及び申請書に添付すべき書類の部数は、１部とする。 

 

（消費税及び地方消費税仕入控除税額の減額申請等） 

第４条 補助対象団体は、規則第４条の規定に基づき補助金の申請を行うに当たり、当該

補助金に係る消費税及び地方消費税仕入控除税額（補助対象経費に含まれる消費税及

び地方消費税相当額のうち、消費税法及び地方税法の規定により仕入に係る消費税及



び地方消費税として控除できる部分の金額に補助率を乗じて得た金額をいう。以下同

じ。）を減額して交付申請しなければならない。ただし、申請時において当該消費税

及び地方消費税仕入控除税額が明らかでないものについては、この限りではない。 

 

（補助金交付の条件） 

第５条 規則第６条第１項第１号に規定する別に定める軽微な変更は次のとおりとする。 

（１）事業費や補助対象経費の20％以内の減額又は補助金交付申請額の変更を伴わない事

業費の増額 

（２）経費の配分の変更や購入品目の変更が、経費使用の効率化に貢献するものであり、

かつ、補助金等の交付の目的の達成に何ら支障がないと認められる場合 

 

（変更、中止又は廃止の承認の申請） 

第６条 補助対象団体は、規則第６条第１項の規定に基づき知事の承認を受けようとする

場合は、福島県高齢者コミュニティづくり活性化支援事業変更（中止・廃止）承認申

請書（第５号様式）を知事に提出し、承認を受けなければならない。 

２ 知事は、前項の規定による申請の内容を審査し承認するときは、補助対象団体に通知

する。 

３ 補助対象団体は、事業が予定の期間内に完了しない場合又は事業の遂行が困難となっ

た場合においては、完了しない理由又は事業の遂行が困難となった理由及び事業の遂

行状況を記載した書類を速やかに知事に提出しなければならない。 

 

（申請を取り下げることができる期日） 

第７条 規則第８条第１項に規定する別に定める期日は、補助対象団体が補助金の交付決

定の通知を受理した日から起算して10日を経過した日とする。 

 

（概算払） 

第８条 知事は、必要があると認めるときは、この要綱に定める補助金について概算払の

方法により補助金の交付をすることができる。 

２ 前項の規定に基づき補助金の概算払を受けようとするときは、福島県高齢者コミュニ

ティづくり活性化支援事業補助金概算払請求書（第６号様式）に知事が必要と認める

書類を添えて、知事に提出しなければならない。 

３ 知事は、前項の書類の提出があったときは、これを審査し、適当と認めたときは、概

算払を行うものとする。 

 

（状況報告） 

第９条 知事は、規則第11条の規定により、補助金に係る予算の執行の適正を期するため

必要があるときは、補助事業の進捗状況について補助対象団体に報告を求め、又は現

地調査を行うことができるものとする。 

 



（完了報告） 

第10条 補助対象団体は、当該補助事業が完了したときは、速やかに福島県高齢者コミュ

ニティづくり活性化支援事業完了報告書(第７号様式)を知事に提出しなければならない。  

（実績報告） 

第11条 規則第13条の規定による実績報告は、福島県高齢者コミュニティづくり活性化支

援事業実績報告書（第８号様式）に次に掲げる書類を添えて、事業完了の日（事業の

中止又は廃止の承認を受けた場合においては、当該承認通知を受理した日）から起算

して30日を経過した日又は補助金の交付決定があった日の属する年度の3月31日（補助

金を全額概算払いにより交付を受けた場合には、当該年度の翌年度の4月10日）のいず

れか早い日までに、知事に提出して行わなければならない。 

（１）事業実績書（第９号様式） 

（２）収支決算書（第10号様式） 

（３）その他知事が必要と認める書類 

２ 補助対象団体は、前項の実績報告を行うに当たり、補助金に係る消費税及び地方消費

税仕入控除税額が明らかな場合には、当該消費税及び地方消費税仕入控除税額を減額

して報告しなければならない。 

 

（補助金の交付の請求） 

第12条 補助対象団体は、規則第14条の規定による補助金額確定の通知を受けたときは、

速やかに福島県高齢者コミュニティづくり活性化支援事業補助金交付請求書（第11号

様式）を知事に提出しなければならない。ただし、全額概算払により補助金の交付を

受けた場合はこの限りではない。 

２ 知事は、前項の規定による請求書の提出を受けたときは、その内容を審査し、補助金

の支払を適当と認めるときは、補助金を交付する。 

 

（消費税及び地方消費税仕入控除税額の確定に伴う補助金の返還） 

第13条 補助対象団体は、補助事業完了後に消費税及び地方消費税の申告により補助金に

係る消費税及び地方消費税仕入控除税額が確定した場合には、その金額（第11条第２

項の規定により減額した補助対象団体にあっては、その金額が減じた額を上回る部分

の金額）を速やかに福島県高齢者コミュニティづくり活性化支援事業消費税及び地方

消費税仕入控除税額報告書（第12号様式）を知事に提出しなければならない。 

２ 知事は、前項の報告があった場合には、当該消費税及び地方消費税仕入控除税額の全

額又は一部の返還を命じることができる。 

 

（補助金の返還） 

第14条 知事は、補助対象団体が以下の各号のいずれかに該当する場合は、当該補助対象

団体に対し、交付した補助金の全部又は一部の返還を命ずることができる。 

 （１）偽りその他不正な手続きにより、交付を受けたことが判明したとき。 

 （２）他の用途に転用し、又は交付の内容及び条件、指示等に違反したとき。 



 （３）補助対象事業を実施しなかったとき。 

 （４）暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第77号）第２条

第１項第２号及び福島県暴力団排除条例（平成23年福島県条例第51号）に規定す

る暴力団員等、暴力団の構成員でなくなった日から５年を経過しない者が経営、

運営に関係していることが判明したとき。 

 

（財産の処分の制限） 

第15条 規則第18条第１項ただし書に規定する別に定める期間は、減価償却資産の耐用年

数等に関する省令（昭和40年大蔵省令第15号）に定める耐用年数に相当する期間とす

る。 

２ 規則第18条第１項第２号及び第３号に規定する別に定めるものは、取得価格又は効用

の増加価格が50万円以上の機械、器具、その他の備品とする。 

３ 補助事業者は、補助事業により取得し、又は効用の増加した財産（以下「取得財産

等」という。）については、知事の承認を受けないでこの補助金の目的に反して使用

し、譲渡し、交換し、貸し付け、担保に供し又は廃棄してはならない。 

４ 知事の承認を受けて財産を処分することにより収入があった場合には、その収入の全

部又は一部を県に納付させることがある。 

５ 事業実施計画の実施により取得し、又は効用の増加した財産については、事業完了後

も善良な管理者の注意をもって管理するとともに、補助金の交付目的に従ってその効

率的な運営を図らねばならない。 

 

（会計帳簿等の整備等） 

第16条 補助対象団体は、補助金の収支状況を記載した会計帳簿その他の書類を整備し、

補助事業の完了した日の属する会計年度の翌年度から起算して５年間保存しておかな

ければならない。 

 

（その他） 

第17条 この要綱に定めるもののほか、補助金の交付に関し必要な事項は、知事が別に定

める。 

 

   附 則 

 この要綱は、令和６年４月１日から施行する。 

   附 則 

 この要綱は、令和７年４月１日から施行する。 

 


